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デジタル化の進展によってさまざまなメディアが誕生し，情報の量や質が変化したことが，市民の情報行動にど
のような影響を与えているのか。そして，それは報道機関にどのような課題を突きつけているのか。

イギリスのオックスフォード大学にあるロイタージャーナリズム研究所（Reuters Institute for the Study of 
Journalism）は，2012年からこの問いに対する調査を続け，毎年，『デジタルニュースリポート』（Digital News 
Report）として発表してきた。2022年の調査は，日本を含む46の国と地域で1月中旬から2月下旬にかけてWEB
調査の形で実施された。その調査結果によると，多くの国でニュースへの信頼が低下し，政治や新型コロナウイル
スなど特定の話題を回避する傾向（選択的ニュース回避）が強まっていることが浮き彫りになった。

NHK放送文化研究所は，2022年からパートナー団体として調査に参加し，日本の調査結果の分析を試みた。
デジタル化によって報道機関が抱えるさまざまな課題の解決策を模索するうえで鍵となる視聴者・読者の「ニュース
への接触」や「関心」「信頼」をキーワードに，日本のニュースを取り巻く状況が国際的な比較の中で，どのような
特徴があり，どのように位置づけられるのか，紹介する。

1. はじめに

1.1　ロイタージャーナリズム研究所と
　　『デジタルニュースリポート』の沿革

2006年，Twitterの誕生とFacebookによる 
ニュースフィードの開発という，ニュースの発
信とソーシャルメディアとの関係を大きく変える
出来事が起きた。ロイタージャーナリズム研究
所（以下，ロイター研究所）は，そのような，ま
さにニュースの現場が激動の時代に突入しよう
としているときに誕生した。イギリスのオックス
フォード大学政治・国際関係学部傘下のシンク
タンクとして，メディアやジャーナリズムについ
ての調査・研究を行うとともに，毎年，世界各
地からジャーナリストをフェローとして迎え入れ
る。アカデミズムとジャーナリズムの現場を結

びつける形で，メディア環境の変化で起きるさ
まざまな課題を乗り越えて，ジャーナリズムが
前に進むことを後押しするねらいがあった。

研究所の主要刊行物の1つである『デジタル
ニュースリポート』は，研究所の創設から6年

デジタル化の中でのニュースの読まれ方
～国際比較調査『ロイター・デジタルニュースリポート』より～
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後の2012年に第1号が発刊された。当時イギ
リスの報道現場には，デジタル化の大波が押
し寄せようとしていた。大手新聞が次 と々オンラ
イン版を創設し，公共放送BBCでも動画配信
サービスiPlayerのサービス拡大を進めるなど，
メディアは試行錯誤を繰り返しながら新しい
サービスやビジネスモデルの開発を進めていた。
しかし，まだ先行きが定まらないうちに，スマー
トフォンやタブレット端末が猛烈な勢いで普及
し，これまでの常識を覆すようなさらなる課題
を突きつけていた。
『デジタルニュースリポート』の発案者の1

人で，第1回目から主筆を務めてきたニック・
ニューマン（Nic Newman）シニアリサーチア
ソシエイトは，1990年代のBBCのウェブサイ
トの黎明期に国際報道のエディターを務め，そ
の後，デジタル開発の責任者としてスマートフォ
ン向けのサービスやブログの開発を担当した。
ニューマン氏は，その経験を踏まえ，「当時，
爆発的に広がっていたデジタル化がどのように
ニュースに影響を与えているのか，国をまたい
だ国際的な調査はほとんどなく，調べてみよう
ということになった」と本リポート誕生の経緯
を振り返る。そして，まずはイギリス，フラン
ス，ドイツ，デンマーク，アメリカというヨーロッ
パを中心とする5か国でWEB調査に乗り出し
た。ヨーロッパ以外の国との比較対象として日
本でも一部の項目で調査が行われた。

プロジェクトには，BBC，シティー大学（City 
University），イギリスの規制監督庁のOfcom 

（Office of Communications）が参加し，調
査の設計にあたっては，アメリカのピューリ
サーチセンターのProject for Excellence in 
JournalismとInternet and American Life 
Project，そしてオックスフォード大学Internet 

Instituteによるイギリスでのインターネット利
用の調査を参考にした。イギリスの調査会
社YouGovは第1号以来，ずっと調査の実施を
担っている。

2013年，調査対象国は9か国（イギリス，
ドイツ，デンマーク，フランス，イタリア，ス
ペイン，アメリカ，ブラジル，日本）に増え，
2022年は46の国と地域 1）に広がり，5大陸す
べてを網羅している。

1.2　NHK放送文化研究所の関わり

『デジタルニュースリポート』の特徴として
は，各国のメディア事業者や大学が協力機関
として参加するとともに，ロイター研究所にフェ
ローとして在籍した各国のジャーナリストが質
問票の翻訳の監修などの支援を行っているこ
とが挙げられる。

2022年のプロジェクトの協力機関は，以下の
とおりで，NHK放送文化研究所（以下，文研）
が新たに加わった。

イギリスBBC，ロイター通信，Google News 
Initiative（GNI），イギリスOfcom, アイル
ランドBroadcasting Authority of Ireland

（BAI）， オランダDutch Media Authority
（CvdM），Media Industry Research Foun-
dation of Finland， ノル ウェーThe Fritt 
Ord Foundation，韓国言論振興財団（Press 
Foundation of Korea），オープンソサエティ
財団（Open Society Foundation），ドイツ 
Leibniz Institute for Media Research/
Hans Bredow Institute, Hamburg，スペイン・ 
ナ バ ー ラ 大 学（University of Navarra）， 
オーストラリア・キャンベラ大学（University 
of Canberra），デンマーク・ロスキレ 大 学 

（Roskilde University），カナダCentre d’études 
sur les médias, Québec，Edelman，NHK
放送文化研究所
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協力団体の代表者は，例年，初秋にロイター
研究所が開くワークショップに参加し，次年度
のリポートに向けて意見を出し合う。最新号に
ついて，それぞれの国での評価や分析を共有
し，次年度に向けて質問票の修正が必要かど
うか検討する。リポートは，多くの項目につい
て毎年，継続して質問することで，経年変化を
追跡できるようにしている。同時にその年に世
界で注目を集めたトピックを1，2問程度加えて
おり，そのテーマもこのワークショップで洗い
出しが行われる。2021年は，新型コロナウイ
ルスの影響でオンラインでの開催となったが，
世界で増えるジャーナリストに対する暴力への
対応策や，リポートが毎年調査している「信頼」
がニュースの消費にどうしてつながらないのか，
新型コロナの感染拡大で情報の重要性が認識
されたことでいったんは増えた購読者が維持
できるのかなど，ジャーナリズムからマネタイ
ズの方法まで幅広い意見が交わされ，世界の
メディアの抱える課題が浮き彫りになった。そ
して，2022年は，グレタ・トゥーンベリ氏に象
徴される若者を中心とした温暖化問題のキャン
ペーンを報道機関として後押しする「アドボカ
シー」の是非について質問項目を加えることが
決まった。

2022年上旬に調査が行われたあとは，3月
にその年の主要な項目の分析を話し合う会議
が再びオンラインで開催された。そして，オッ
クスフォード大学との取り決めに従い，ロイター
研究所の研究員が『デジタルニュースリポート』
を英語で執筆し，各国の協力団体がそれぞれ
の国の状況の分析を行い，それぞれの言語で
執筆している。

文研としては『放送研究と調査 』で2回にわ
たって，日本の調査の結果を報告したい。

2. 調査の概要

調査は，2022年1月中旬から2月下旬にか
けて46の国と地域で実施された。日本は1月
20日から2月2日までの間に，18歳以上の事前
に登録されたモニターによるWEBアンケート
の形式で実施された。サンプルは，日本の人
口の年齢，性別などが反映されるよう割り当て
られている。サンプル数は世界で9万3,432人，
日本で2,015人である。ほとんどの質問は46の
国と地域で問われたが，一部の質問について
は該当する国のみで実施された。特段の注釈
がない限り「世界平均」は46の国と地域の平
均値を指している。

本調査は，オンラインで実施されたため，ネッ
トユーザーが対象となっていることに留意する
必要がある。ロイター研究所は，継続的な国
際調査の有益性を強調しながらも，高齢者や
低所得者層が過小評価となっている可能性が
あり，オンライン人口の動向として受け止めるべ
きだと認めている2）。また，2022年の調査はロ
シアによるウクライナ侵攻の前に実施された。
このため，2022年3月下旬から4月上旬にかけ
てイギリス，アメリカ，ドイツ，ポーランド，ブ
ラジルで追加の調査を実施した。

さらにこの調査には，国によってインターネッ
トの普及率，デジタル化のスピードや普及して
いるサービスが異なり，それをどう分類してい
くのかなどの課題もある。また，イギリス英語
の言い回しやニュアンスをどのように日本語に翻
訳するのかという国際調査ならではの難しさも
あった 3）。日本の世論調査では5 段階の評価
を示した場合に，真ん中に答えが集まりやすい
と言われているが，今回もいくつかの項目でそ
のような傾向がうかがえた。選択肢の翻訳を変
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えてしまうと，その後の比較が難しくなり，継
続した調査の意味合いを損なう結果となるため
慎重にすべきだが，今後はそうした点を十分踏
まえながらも，各選択肢についてよりよい訳語
がないか，検討を続けたい。

3. 主な調査結果

ロイター研究所は2022年6月15日，今年の
調査結果を発表し，主なポイントとして次のこ
とを挙げた。
• 2021年，新型コロナの感染拡大による情報の

重要性への認識の高まりを背景に上昇傾向を
見せた「ニュースへの信頼」は，調査対象の
半数近くの国で下降に転じた

• テレビや新聞など“伝統メディア”（traditional 
media）の利用はほとんどの国でさらに低下
した

• ニュースへの関心も低下し，特に政治や新型
コロナなど特定のニュースを避ける「選択的
ニュース回避」（Selective News Avoidance）
が見られた

• ロシアによるウクライナ侵攻後に調査を行っ
た5か国では，情報源としてテレビを利用す
る人が多かった。「選択的ニュース回避」の
傾向はさらに高まった

• オンラインで有料ニュースを購読する人は一
部の先進国で増えたが，増加傾向に陰りが
見え始めている国もある

• SNSなどを使って発信するジャーナリストが
増える中でも，よく知られている人物はテレ
ビへの出演が多いアンカーなどだった

• 最も成長著しいプラットフォームはTikTokで，
世界では18〜24歳までの40％が利用した

• 朝一番にニュースを確認する手段として，多

くの国でスマートフォンが主流となった

4. 日本でのニュースへの関心

本稿では，日本における「選択的ニュース回
避」とその影響について考察する。そのために
まずは，調査でどのような項目を「ニュース」と
して定義しているかを紹介することから始めた
い。

4.1　ニュースとは

デジタル化による双方向のコミュニケーショ
ンの拡大は，何を「ニュース」と捉えるかとい
う定義にも影響を与えている。近年において，
ニュースとは，ジャーナリストが取材し，報道
機関がそれぞれの編集方針に従って提供する
政治経済や社会の出来事という認識から，は
やっているものや身近な話題なども指すように
なり，範囲が広がっているとの指摘が国内外で
出ている 4）。それは特に若者層を中心に広まっ
ている特徴でもある 5）。
『デジタルニュースリポート』では，「関心のあ

るニュースはどれか」と尋ねる際，以下の項目
を挙げている。発信元が報道機関なのかどう
かは区別していない。

・国際ニュース
・政治ニュース
・新型コロナに関するニュース
・メンタルヘルスや健康のニュース
・地域（地方自治体など）のニュース
・ビジネス・金融・経済ニュース
・エンターテインメントや芸能ニュース
・ライフスタイルに関するニュース（食事，

ファッション，旅行など）
・文化に関するニュース（音楽，本，映画，

芸術など）
・教育ニュース
・スポーツニュース
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4.2　人々が関心を向けるテーマとは

調査では，まずどれくらいの頻度でニュース
をチェックするかを尋ねた。その結果，「1日10
回以上」が13％，「6 ～ 10回」が13％，「2 ～
5回」が44％，「1回」が16％で，計85％ 6）が1
日1回以上はニュースに触れていることになる。
週1回以上ニュースに触れると答えた人を合わ
せると91％となる。世界平均では1日1回以上
が 83％で，週 1回以上は93％だった。

関心のあるニュースを複数回答で尋ねたとこ
ろ，新型コロナが63％，地域が50％，政治が
45％，犯罪や治安が43％，環境や気候変動が
42％，国際が41％などと，いわゆる硬派と呼

ばれるニュースが上位に並んだ（図1）。
世界平均では，地域59％，国際54％，新型

コロナ48％，政治47％，科学技術43％，環境や
気候変動が42％となっている。特に科学技術
への関心が日本（24％）より高く，また世界でも
上位には入らなかったが，教育が世界平均では
31％なのに対し日本では14％と開きがあった。

日本の状況を詳しく見ると，関心を向ける
テーマは，性別や年代によってばらつきが見ら
れる。図2は，関心があると答えたテーマを性
別ごとに見たものである。ここでも項目によっ
ては関心の度合いが異なっている。

ビジネス・金融・経済と答えた人は男性が
49％に対し女性が26％，政治は男性56％，女
性35％，科学 技 術は男性が34％，女性が
14％，国際が男性50％，女性32％といずれも
20ポイント前後の開きがある。他方，女性の関
心が高かったテーマとして，新型コロナが女性
66％に対し男性59％，エンタメや芸能が女性
45％，男性32％，ライフスタイルが女性44％，
男性34％などとなっている。

図1　関心のあるニュース（複数回答）

図 2　関心のあるニュース（性別）（複数回答）

・科学技術ニュース
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さらに図3は，35歳以上と34歳以下が，関
心があると答えた項目の割合を比較したもので
ある。教育や社会正義，文化，エンタメや芸
能，風刺などといった項目では関心があると答
えた人はほぼ同じ水準なのに対し，地域では
35歳以上が54％，34歳以下が33％と21ポイン
トの開きがある。同様に政治では20ポイント，
金融・ビジネス・経済と環境や気候変動では
15ポイント，新型コロナでも14ポイントの差が
あった。

4.3　ニュースを読む動機

次にニュースを知ろうとする動機について尋

ねたところ，日本では，「重要で役に立つ」と答
えた人が最も多く（42％），次いで，「新しいこ
とを学ぶ方法としてよい」（35％）と個人のメリッ
トを挙げる傾向が見られた（表1）。ほかの国
では，「重要で役に立つ」がフィンランド（52％），
ドイツ（52％）で最も多く，「新しいことを学ぶ
方法としてよい」は韓国（45％）や台湾（40％）
で最も多かった。

一方，アメリカやイギリス，オーストラリアで 
は，「ニュースを知っておく義務（duty）がある」
が最も多く，市民社会の一員としての責任と
考える傾向が強かった。アメリカやイギリスで
ニュースを知ることは市民としての義務（civic 
duty）だという考え方が教育などを通じて，浸
透していることがうかがえる 7）。

さらに，日本が世界と対照的な結果を見せた
項目としては，ニュースを共有したり，ニュースを
きっかけにキャンペーンに参加したりするなど，
能動的に利用すると答えた人の割合が他国に
比べて低いことが挙げられる。表2のとおり，
日本は，「ニュースに関して友人や同僚と対面で
話をする」が17％（世界平均35％），「ソーシャ
ルメディアネットワーク（Facebook，Twitterな
ど）でニュースを共有する」が9％（世界平均は
23％），「メール，ソーシャルメディア，インスタント
メッセンジャーなどを使ってニュースに関して友
人や同僚とオンラインで話をする」が7％（世界

図 3　関心のあるテーマ（年層別）（複数回答）

表1　ニュースを読む動機（複数回答）

Q　ニュースをご覧になる，個人的に最も重要な理由を最大3つまでお答えください。
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（%） アメリカ イギリス ドイツ フィンランド 日本 韓国 台湾 オーストラリア
重要で役に立つ 37 38 52 52 42 37 38 39
ニュースを知っておく義務がある 45 44 23 37 27 24 22 45
新しいことを学ぶ方法としてよい 41 42 27 45 35 45 40 44
楽しく面白い 11 9 17 23 16 21 37 14
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平均21％），「ニュースをランクづけ，『いいね』
またはお気に入り登録する」が7％（世界平均
19％）などとなっていて，最も多かったのが「い
ずれでもない」の64％（世界平均26％）だった。

総務省が行った調査でも，日本はTwitter
のアカウントの匿名利用が75.1%と，アメリカの
35.7％，イギリスの31.0％，韓国の31.5%など
と比べて突出して高く，社会や政治，ビジネス・
仕事に関する話題を「発信したい」と考える人
が他国に比べて低い傾向が見られた 8）。新聞や
放送各社では，デジタル化がもたらした技術を
活用しながら，読者・視聴者とのエンゲージメ
ントをいかに促進するかについて試行錯誤が続
いているが，こうした日本人の傾向をどう考慮
に入れていくのか，検討が必要と思われる。

4.4　ニュースへの信頼

『デジタルニュースリポート』が毎年調査して
いる項目に「ニュースへの信頼 」がある。「信
頼 」9）は他者との関係性によって左右され，人
によって受け止め方や感じ方が違うため，数値
化するのは難しい項目である。しかし，「信頼」
によって人々のメディアへの接触や選択が異 

なってくるという研究も多く10），ロイター研究所
は，市民が検索エンジンやソーシャルメディア，
メッセージアプリなどを介してニュースを発見 
する現代のメディア環境にあって，「信頼」につ
いて理解を深めることは重要だとしている11）。

2022年のリポートでは，調査を行った46の
国と地域のうち，大抵のニュースは信頼できる
と答えた人の世界平均は42％だった（図4）。
2021年の調査では，多くの国で信頼が上昇す
る傾向がうかがえたが，2022年は，ブラジル

（-6ポイント），イタリア（-5ポイント），台湾（-4
ポイント），アメリカ（-3ポイント）など21の国
と地域で前年を下回った。前年より上回ったの
は，南アフリカ（＋9ポイント），フィンランド（＋
4ポイント），日本（＋2ポイント）など7か国だ
けだった。

ロイター研究所は，新型コロナの感染拡大に
よって信頼できるメディアの存在の重要性が認
識された結果，2022年に信頼が低下した国で
あっても，新型コロナ前よりは高い水準を維持
しているとしている。一方，トランプ政権時代
の対立や，イギリスのヨーロッパ連合からの離
脱，政権の経済政策に抗議する「黄色いベスト

表 2　ニュースと参加（複数回答）

Q　平均的な1週間に，ニュースを共有，または参加する方法は次のうちどれですか。

（%）世界平均 アメリカ イギリス ドイツ フィンランド 日本 韓国 台湾 オーストラリア
SNSでニュースを共有する 23 18 10 9 12 9 12 26 17
メールで共有する 10 13 4 7 5 5 9 8 11
ランクづけ，『いいね』またはお気に入り
登録 19 12 7 12 10 7 18 15 10

SNSでコメントする 19 16 9 7 10 6 10 15 14
ウェブにコメントする 10 10 4 5 5 4 11 9 8
配信サイトやSNSでオンライン投票する 14 14 10 12 10 4 11 14 13
キャンペーン/グループ登録 6 5 3 3 2 2 5 3 5
友人らとオンラインで話をする 21 16 14 11 19 7 16 16 18
友人らと対面で話をする 35 30 36 30 37 17 26 27 38
メッセンジャーで共有する 23 11 12 12 19 5 13 15 15
いずれでもない 26 40 46 44 36 64 35 30 37
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運動」が行われたフランスなど，社会の分裂が
表面化している国では，信頼が低下する傾向は
続いていて，2021年に各地で見られた回復傾
向は，メディアの「ルネッサンス」ではなく一時
的なものだろうとしている12）。

日本を見てみると，2022年は「信頼する」と
答えた人が44％，「信頼しない」が16％だった
（図5）。コロナ前の2019年から40％を割り込
んだものの，2021・22年は40％台に戻った。

これを性・年層別に見ると，男性では25 ～
34歳ではほかの男性年層に比べて信頼が低
く，また，女性では35 ～ 44歳が32％と男女
を通じて最も低くなっている（図6）。

4.5　「マイメディア」のない日本

調査では，ニュース全般だけでなく，自分
が読んでいる/見ているニュースについての信
頼度合いも尋ねている。

多くの国では，ニュース全般に比べて，自分
が利用しているいわゆる「マイメディア」のほう
が信頼の度合いが高いことがわかる。本調査
で「ニュースへの信頼 」が最も高かったフィン
ランドでも，ニュース全般について尋ねた場合

（69％）と自分が利用するメディア（75%）では

図 4　ニュースへの信頼 図 5　ニュースへの信頼（日本の推移）

図 6　ニュースへの信頼（性・年層別）

Q　以下の質問にどの程度同意しますか。
ほとんどの場合，大抵のニュースは信用できると思う。
1.まったく同意しない，2. 同意しない，3.どちらでもない，
4.同意する，5.強く同意する（4・5の合計＝「信頼する」）
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6ポイントの開きがある。イギリスでは，ニュー
ス全般の34％に対し自分が利用するメディアは
43％と9ポイント，アメリカではニュース全般の
26%と自分が利用するメディアの41％では15
ポイントの違いがある。一方，日本では，ニュー
ス全般と「マイメディア」の差がないという，世
界とは異なる傾向が見られた（図7）。

東京大学の林香里教授は著書『メディア不
信 』の中で，2016年と2017年のロイター研究
所の調査を引用し，このギャップが存在するこ
とは，メディア市場全体が分断されており，そ
こに強い党派性があることを示していると述べ
ている。日本でこのギャップがほとんどないこ
とは，市民から「どのメディアを使おうが同じよ
うなものだ」と認識されているのではないかと
する。そして，「市民が能動的にメディアを選

択する必要性を見いだしておらず，メディアや
報道にはさほど関心がなく，どこか他人事のよ
うに考えている様子も窺うことができるように
思う」との見方を示している13）。

4.6　政治，格差，ビジネスの影響

ロイター研究所は，2022年のリポートの中
で，信頼に関わる要素として，アメリカを例に

「政党支持」や，市民による抗議活動「黄色い
ベスト運動」が起きたフランスを例に「格差 」
にも言及している。アメリカでは，特にトラン
プ政権時代に左右の対立が表面化し，メディ
アも分断された。またフランスでは，マクロン
政権の経済政策への抗議が広がる中，ジャー
ナリストがエリートを代弁していると見られ，
攻撃の対象となるなど，「当事者」になってし
まった側面がある。

日本で政治的な傾向 14）を見ると，右派の人で
「ニュースを信頼しない」と答えた人は21％，左
派では23％。「信頼する」では，右派49％，左
派55％だった。党派性に基づくメディア批判
が，市民の不信につながったアメリカでは右派
で「信頼しない」と答えた人が71％，左派でも
36％であることとは様相が異なる。

所得を見ると，「ニュースを信頼する」は，
高所得者層で53％，低所得者層で43％だっ
た 15）。学歴では，「信頼する」と答えた人は，
中学校卒業者の37％に対して大学卒業者は
44％となっている。この調査で見る限り，日本
では，党派よりは所得格差の開きのほうが大
きい（図8）。

また世界では，財閥がメディア企業を所有し
たり，政党が広告主に圧力をかけたりするな
ど報道の独立性が実現されていない国がある。
ロイター研究所では，シニシズムという設問で，

図 7　「私が利用するメディア」の信頼

Q　以下の質問にどの程度同意しますか。
大抵の場合，自分が閲覧しているニュースはほとんど信頼
できると思う。
1.まったく同意しない，2.同意しない，3.どちらでもない，
4.同意する，5.強く同意する（4・5の合計＝「信頼する」）
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政治や経済という力に対する不信感とメディア
不信への関係を測ろうと試みている。

報道機関は政治や政府による不当な圧力に
左右されているか，と問うたところ，左右され
ていないと考える人はギリシャでは7％，イタリ
アで13％，スペインでも13％と，報道機関に
対する政治の圧力が存在すると考える人が多
い。一方，本調査で「ニュースへの信頼」が最
も高い結果が出たフィンランドは同じ問いに対
し，50％が左右されていないと答え，メディア
と政治との距離に一定の信頼を寄せている人
の割合はギリシャなどに比べて多い。

日本では，政治や政府に左右されないと答
えた人は25％，ビジネスや商業的な利益にも
影響されないと答えた人も25％だった。しかし，

「どちらでもない」と答えた人が，政治的な影
響，ビジネス・商業的な影響ともに半数以上を
占めている。政治との距離について「どちらで
もない」と答えた人は，ギリシャ 21％，イタリ
ア37％，スペイン26％，フィンランド27％となっ
ており，世界平均でも32％となっている。50％
を超えたのは世界で日本だけである（図9）。

さらに，報道機関が社会に貢献することと政
治的な見解のどちらを優先しているか，尋ねた
ところ，政治的な見解を優先しているとした人
は日本で24％と，フィンランド（22％）と同じレ
ベルだった。これは社会の分断が広がっている
アメリカ（44％）やイギリス（49％），韓国（42％）
と比べると半数の水準だった。しかし，この
質問でも「わからない」と答えた人は日本では
29％と，フィンランド（16％）や世界平均（12％）
よりも高い水準だった。

図 8　ニュースへの信頼（政治・年収・学歴別）

図 9　ニュースへの政治・ビジネスの影響

Q　次の記述にどの程度同意するかをお答えください。
大抵の場合，私の国のニュースメディアは，政治的なまたは
政府による不当な影響に左右されない。
1.まったく同意しない，2.同意しない，3.どちらでもない，
4.同意する，5.強く同意する（4・5左右されない，1・2左
右される）

Q　次の記述にどの程度同意するかをお答えください。
大抵の場合，私の国のニュースメディアは，ビジネス上また
は商業的に不当な影響に左右されない。
1.まったく同意しない，2.同意しない，3.どちらでもない，
4.同意する，5.強く同意する（4・5左右されない，1・2左
右される）
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ロイター研究所は，「ニュースへの信頼 」が
高い国は，この設問で「政治的な見解を優先
している」と答える20％前後だと分析してい 

る16）。日本の「ニュースへの信頼」は44％と世
界で真ん中くらいにもかかわらず，この項目で
はフィンランドのように「ニュースへの信頼」が
高い国と同じような傾向が示されている。さら
に政治やビジネスの影響について半数が「どち
らでもない」と答えたことを考えると，日本で
は，この問題への理解や疑問が広く認識され
ていないとの様子がうかがえるのではないだ
ろうか（表3）。

最後に，日本の14のメディアと地方紙の
ニュースへの信頼を尋ねたのが図10である。
信頼するが最も高かったのが NHK（57％），
次いで日本 経済 新聞（52％）と日本テレビ

（52％）となっている。信頼できないが最も低
かったのは日本経済新聞（10％），次いで地
方紙（11％）だった 17）。

5. 偽情報・誤情報について

ロイター研究所は，アメリカのトランプ前大
統領が主要報道機関の情報を“フェイクニュー
ス”と呼び，対立を深めた2017年の調査にこ
の項目を設けた。その後，ソーシャルメディア
などを通じた誤情報・偽情報が広がり，大きな
課題となっていることは周知のとおりである。
「インターネットでは，何が事実で何がフェイ

表 3　メディアの報道姿勢に対する見方

Q　お住まいの国の報道機関についてのご意見に最も近い記述を，以下からお選びください。
1.すべての報道機関は，社会に貢献することより，自身の政治的な見解を優先している
2.ほどんどの報道機関が自身の政治的な見解を優先しているが，少数は社会に貢献することを優先している
3.自身の政治的な見解を優先している報道機関もあるし，社会に貢献することを優先する機関もある
4.ほとんどの報道機関が社会に貢献することを優先しているが，少数は自身の政治的な見解を優先している
5.すべての報道機関は，自身の政治的な見解よりも社会に貢献することを優先している

（%） 日本 アメリカ イギリス フィンランド 韓国

社会貢献を優先 18 15 11 25 20

政治見解を優先 24 44 49 22 42

図10　各社のニュースへの信頼

Q　以下のブランドのニュースはどの程度信用できますか。
以下のスケールを使って，0は「まったく信用できない」，10
は「完全に信用できる」とします。
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クなのか不安である」という記述に対し，世界
では「不安だ」と答えた人の平均は54％だった。
最も高かったのはケニアとナイジェリアで，とも
に72％，最も低かったのはオーストリアの31％
だった。

日本では，「不安だ」が52％，「不安でない」
が7％，「どちらでもない」が41％だった（図
11）。男女で見ると「不安だ」と答えた人は男
性で49％，女性で54％となっている。

これを年層別で見ると，不安だと答えた人は
55歳以上の人を除くすべての年層で50％を超え
ている（図12）。

次に，目にした虚偽または誤解を招く情報の 
内容について複数回答で尋ねた（図13・14）
ところ，「新型コロナ」に関する情報が日本
で33％，世界平均で48％となり，ともにトップ 
だった。「新型コロナ」以外で多かったのは， 

「政治」が日本で23％，世界平均で39％，俳

図11　“フェイクニュース”への懸念

図12　“フェイクニュース”への不安（年層別）

図13　虚偽・誤解を招く情報のテーマ（複数回答）
（日本）

図14　虚偽・誤解を招く情報のテーマ（複数回答）
（世界平均）

Q　次の記述にどれくらい同意するかお答えください。
「オンラインニュース」について考えると，インターネットでは，
何が事実で何がフェイクなのか不安である。
1.まったく同意しない，2.同意しない，3.どちらでもない，
4.同意する，5.強く同意する（1・2 不安でない，4・5 不安だ）

Q　先週，次の話題について虚偽または誤解を招く情報を
目にされましたか。該当するものをすべて選択してください。
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優や音楽家，スポーツの有名選手などの「有
名人」が日本で25％，世界平均で26％などと
いずれも上位だった。

6. ニュース回避の傾向

ロイター研究所は，今回の調査結果の柱とし
て，多くの国でニュースを避けようとする動きが
出ていることに着目している。そして，不透明
な時代の中にあっても，ニュースを読む人が増
えないことの理由として，ニュースを意図的に
避けている人たちがいるのではないかと分析し
ている18）。

日本で同じような傾向が見られるのかを検討
するため，まずは「ニュースへの関心」から紹
介していきたい。

6.1　ニュースへの関心

「ニュースにどの程度関心があるか」との問
いについて，日本では「非常に関心がある」と
答えた人は19％，「かなり関心がある」が30％，

「どちらかといえば関心がある」が38％，「あま
り関心がない」が7％，「まったく関心がない」
は2％だった（図15）。
「非常に関心がある」と「かなり関心がある」

を合わせた人を「関心がある」と定義してみる
と，日本は50％で，世界平均51％と同じ水準
だった。
「関心がある」は55歳以上で55％と最も高

く，年層が若くなるほど下がり，18〜24歳で
は36％だった。一方，「あまり関心がない」「まっ
たく関心がない」を合わせた「関心がない」は，
逆に18〜24歳で19％と年層が低いほど高く，
45〜54歳は6％，55歳以上は7％だった（図
16）。

これを年層と性別で合わせてみると，「関心
がない」と答えた人は，すべての年層で，女
性が男性を上回り，女性のほうがニュースへの
関心が低いことがわかる。18〜34歳の若い女

図15　ニュースへの関心

図16　ニュースへの関心（年層別）

図17　ニュースへの関心がない（年層・性別）
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性では20%以上と高い水準となっている（図
17）。

これを経年で見てみると，「関心がある」と
答えた人は，新型コロナ感染拡大のさなかに
調査が行われた2021年には上向く傾向が見
られたものの，2015年には「関心がある」が
66％だったことを考えると，今回の調査までの
7年間で16ポイント減少したことになる。さらに

「関心がない」とした人は，7年の間で3％から
10％に上昇した（図18）。

ニュースへの関心の低下は，スピードの違い
はあるものの，世界の多くの国でうかがえる傾

向である（図19）。

6.2　「つながらない」（disconnected）人々

調査では，人々がどのような媒体を通じて
ニュースを得ているかも調べている（図20）。
過去1週間でニュースソースとして利用したもの
を複数回答で答えてもらったところ，日本では
テレビを通じてニュースを得ていると答えた人
は56％，新聞・雑誌は 27％，ラジオが 12％，
ソーシャルメディアを含むオンライン全般が
65％などとなった。

テレビをニュースソースとする人の低下傾向が
進み，2014年（80％）と比べると8年で24ポイ
ント低下したことになる。また，新聞・雑誌は
2021年と同じ27％で，ソーシャルメディアの利
用（28％）が並んでいる。

このように既存メディアの利用低下が進む
中で，オンラインの利用者はほぼ 横ばいと
なっており，既存メディアの利用低下分を補っ
てはいない。そこで調査が注目したのは「い
ずれでもない」と答えた，積極的にニュース
消費を行っていないと見られる層である。現
在，人々がニュースを得ようとするときに利用
するあらゆる媒体を網羅し提示しても「いずれ
でもない」と回答することは，「つながらない」

図18　ニュースへの関心（2015 〜 22 年）

図19　ニュースへの関心（2015 〜 22 年）

関心がない

関心がある

20222021202020192018201720162015

関心がない

関心がある

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

66

3

64

4

62

5

56

5

49

8

50

8

56

8

50

10

（％）

（年）

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

関心がある

2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年2015年
2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年

2015
2016

2017
2018

2019
2020

2021
2022

（%）
スペイン

85 84 82 83
76
69 67

55

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

関心がある

2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年2015年
2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年

2015
2016

2017
2018

2019
2020

2021
2022

（%）
ドイツ

74 71 70 70 68 71 67
57

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

関心がある

2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年2015年
2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年

2015
2016

2017
2018

2019
2020

2021
2022

（%）
イギリス

70 68 65 64 66

49 51
43

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

関心がある

2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年2015年
2022年2021年2020年2019年2018年2017年2016年

2015
2016

2017
2018

2019
2020

2021
2022

（%）

（年）（年）（年）（年）

アメリカ

67 67 68 63 66 66
55
47



16 SEPTEMBER 2022

（disconnected）ユーザーではないかとロイター
研究所では考えている。日本でこの「いずれで
もない」と回答した人は15％で，これはアメリ
カ（15%）と同じである。イギリス（9%），フラ
ンス（8％），オーストラリア（8%）に比べても
高い水準だった。

日本で「つながらない」ユーザーを性・年層
別に見るとすべての年層で女性の割合が高く，
特に35〜44歳では，男性の9％に対し，女性
が 24％と大きな開きがある（図21）。

そしてこの女性の年層は，「ニュースへの信
頼 」の項目で，最も「信頼する」が低かった年
層（32%）と一致している。

6.3　「ニュース回避」の傾向強まる

調査では，人々が，ニュースを回避してい
る，あるいは少なくとも特定のテーマについて
はニュースを見ないように避けているのではな
いかとの想定で質問項目を設けている。
「最近，あえてニュースを避けようとしている

と思いますか」という問いに対し，2017・19・
22 年の回答を示したのが図22である。

日本では「よく避けようとしている」が2％，
「時々避けようとしている」が12％で計14%だっ
た。調査ではこの2つの合計を「ニュースを避
けようとしている人 」々と位置づけている。世界
平均は38％で，日本はフィンランド（20％），ド
イツ（29％）などと比べても低い水準である。

経年の変化で見てみると，2019年に右派で
「ブラジルのトランプ」と言われるボルソナロ大
統領が誕生したブラジルで5年の間に27％か
ら54％，2016年以降，EU離脱で世論が割れ
るイギリスで24％から46％と急激に増えた一
方，フィンランドはほぼ横ばいだった。日本で
は，同期間で6％から14％と他国の結果と比べ
ると相対的に低いものの割合としては倍以上に
増えたことがわかる。

なぜニュースを避けたいと思うのか，複数回
答で尋ねたところ，「政治や新型コロナなどの
ニュースが多すぎる」が27%，「信頼できない/
偏向している」が18%，「時間がない」が17%，

図 20　ニュースをどこで得ているか（複数回答）

図 21　「つながらない」ユーザー（性・年層別）
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「気分に悪影響がある」が17％，「情報で自分
が何かできると思わない」が14％，「昨今の
ニュースの量に辟易している」が12％，「自分
が避けたい議論につながる」が9％，「ニュース
についていくのが難しい」が 8%などであった。

世界平均では，「政治や新型コロナなどの
ニュースが多すぎる」が43％，「気分に悪影響
がある」が36%，「昨今のニュースの量に辟易し
ている」が29%，「信頼できない/偏向している」
が29%となっていて，ロイター研究所は，政治
や新型コロナなど特定のニュースを回避する傾
向がうかがえるとして，これを「選択的ニュース
回避」（Selective News Avoidance）と呼んだ。

では，ニュースを回避しているのはどのような
人々なのか。日本では低所得者層（15%），中
所得者層（13%），高所得者層（13%）に大き

な違いは見られず，学歴でも最終学歴が中学校
卒業（16%），高校卒業（13%），大学卒業（14%）
に顕著な差はうかがえなかった。ロイター研究
所は，アメリカなどを例に政治指向とのつなが
りを指摘しているが，日本では，自らを左派だ
とする人の23%が「ニュースを回避する」と答え
たのに対し，右派が14％だった。ニュースを回
避する理由でも左派の31%が「政治や新型コ
ロナのニュースが多すぎる」と答えたのに対し，
右派では24％だった。

しかし，日本で政治的な指向よりも差が見
られたのが性・年層である。

興味深いのは，「ニュースを避ける」と答えた
人を性・年層別で見ると，男性の18〜24歳が
33%と多く，前掲の“つながらない”層と男女
で比率が逆転していることである。“つながら
ない”人は18 ～ 24歳の女性が25%と25 ～ 34
歳の女性と同率で多かったのに対し，18 ～ 24
歳の男性は，“つながらない”は13%だった。
この年層の男性はニュースには触れようとする
ものの，一定のニュースを回避しようとする傾
向が示されている（図23）。

ロイター研究所は，政治や新型コロナなど報
道機関やジャーナリストが重要だと思うニュース

図 22　「ニュースを避ける」（国別） 図 23　「ニュースを避ける」（性・年層別）
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が，まさに視聴者・読者がニュースに背を向け
たくなる理由になっているとすれば，特に若年
層へのエンゲージメントの拡大を目指す報道機
関にとって大きな課題を突きつけられているこ
とになるとしている。

6.4　ニュースをどう伝えるか

最後に，数こそ少ないものの気になる項目に
言及しておきたい。それは，先述したニュース
を避ける理由（P17）のうち，「ニュースについ
ていけない」と答えた人が，世界各地で見られ
たことだ。その数は，34歳以下の若者に多く，
オーストラリアで16%，アメリカで15%，日本で
は11%だった（図24）。

日本の状況を学歴別で見てみると，中学校
卒業が10%，高校卒業が7%，大学卒業が9%
と大きな差は見られなかった。

筆者は数年前までニュースの現場に身を置い
ていたが，原稿のわかりにくさ，親しみにくさ
はたびたび指摘される課題だったことは否めな
い。しかし，現場がそのことに無関心だったわ

けでは決してなく，どのようにすれば事実関係
を損ねずにわかりやすくできるのか，報道フロ
アではたびたび議論され，問われ続けていた。

にもかかわらず，この調査 結果を見ると
ニュースを取り巻く環境が大きく変わる中で，
その努力が届いていない，あるいは，ともすれ
ばさまざまな試みは報道機関の独りよがりで，
努力の方向が違うのではないか，という疑問さ
え浮かんでくる。その問いは，視聴者から「信
頼を得よう」とする取り組みにもあてはまるもの
なのかもしれない。

ロイター研究所内に組織された調査グルー
プTrust in News Projectがイギリス，アメリカ，
インドでWEBの，ブラジルでインタビューの調
査を行い，「信頼 」を構築するためには，まず

「無関心」を乗り越える必要があると2021年9
月に提言した。それによると，ニュースへの信
頼が低い人たちは，ニュースがどのような人が
関わり，どのような判断でテーマが選ばれ，ど
のような取材をするのか，そしてどのような編
集プロセスを経て作られるのかなど，ジャーナ
リズムの仕組みや作法について無関心だったと
いうのだ。アメリカやイギリスなどにおいて社
会を分断する問題がメディア上で大論争となり，
あたかもメディアに怒りの矛先が向けられてい
るように感じるときもある。しかし，このリポー
トは，「信頼しない人々は，必ずしもニュースに
対して怒り，不満を口にする人ではない」と分
析し，報道機関にとって最大の課題は「人々の
不満でなく，無関心のほうが大きい」と考察し
ている19）。

本稿では，日本で人々のニュースに対する信
頼や関心，関わり方を見てきたが，そこから浮
かび上がってきたのは，お気に入りの「マイメ
ディア」を持たず，受動的にニュースを消費し，

図 24　“ニュースについていくのが難しい”
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静かに距離を置く人々の姿だ。次回の報告で
はデジタル媒体の利用方法やメディアの“ブラ
ンド”に対する意識などを分析し，デジタル時
代の日本人のニュースとの関わり方を紹介し
たい。

（さいしょ れいこ）

注：
	 1）	調査した国と地域は，英語のアルファベット順に

アルゼンチン，オーストラリア，オーストリア，ベ
ルギー，ブラジル，ブルガリア，カナダ，チリ，コ
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